災害時における応急復旧業務の応援に関する協定書

　直方市（以下「甲」という。）と　
（以下「乙」という。）とは、地震、台風、豪雨その他の災害（以下「災害」という。）が発生した場合の応急復旧業務の応援に関し、次のとおり協定を締結する。

　（目的）

第１条　この協定は、次の各号に掲げる施設の機能の確保及び回復のため、応急措置を実施することを目的とする。

(1) 甲が管理する道路及び河川（里道及び水路を含む。）その他の公共土木施設

(2) その他甲が管理する公共施設

　（応援要請）

第２条　甲は、前条の目的を達成するために、乙が所有する建設資機材及び労力の応援が必要と認めるときは、乙に対して応援の要請をすることができる。

　（要請手続）

第３条　第２条の要請を行う場合の手続は、甲は電話等により乙に応援を要請し、併せて災害の場所、被害状況、業務内容等について連絡するものとする。

　（応急復旧業務の内容）

第４条　この協定により、甲が乙に要請する業務は次のとおりとする。

　(1)　災害時における建築物、その他工作物の崩壊、倒壊及び損壊に伴う緊急人命救助のための障害物の除去作業

　(2)　災害時における建築物、その他工作物の崩壊、倒壊及び損壊に伴う緊急交通確保のための障害物の除去作業

　(3)　災害時における道路、河川、その他の施設の機能回復に伴う緊急応援作業

　(4)　その他災害の発生の防御又は拡大の防止のために、甲が必要と認める緊急応援作業

　（履行）

第5条 　乙は、甲からの第２条の規定により、建設資機材等の応援要請があったと

きは、特別な理由がない限り、建設資機材及び労力を甲に提供することにより応援を行うものとする。

２　乙は、甲からの応援要請に速やかに対応出来るよう、日頃から事業所内の連絡体制を整えておくものとする。

　（報告）

第６条　乙は甲の要請により、第４条に規定する業務を行った場合は、速やかに災害時応急復旧業務報告書（以下「報告書」という。）により甲に報告するものとする。ただし、緊急を要するときは電話をもって報告し、事後、報告書を提出するものとする。

　（経費の負担）

第7条 　乙が前条の規定により使用した建設資機材等に要する費用は、甲が負担す

るものとする。

２　乙が使用した建設資機材等に要する費用の算出については、甲の基準単価をもとに甲、乙協議するものとする。

　（災害補償）

第８条　第２条の規定に基づき業務に従事した者が負傷し、死亡し、疾病にかかり、又は障害を負った場合における災害補償は、労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）により対処するものとする。

　（非優先権）

第９条　応急復旧業務を行った乙については、本復旧工事施工に際していかなる優先権を与えるものではない。

　（効力）

第１０条　この協定の有効期間は、協定締結の日から令和３年９月３０日までとする。

　（協定の解除等）

第１１条　乙が第５条の規定による応援を拒否した場合、市税（法人市民税、固定資産税、市・県民税、軽自動車税）を滞納した場合又は協定締結に際し虚偽の申請をしていた事実が明らかになった場合など、甲は本協定を解除することができる。

2　乙が直方市から指名停止等の処分を受けた場合、当該処分の期間については、第２条の規定による応援要請は行わない。

　（協議）

第１２条　この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じた場合は、甲乙が協議の上、これを定めるものとする。

　　この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有する。
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